
 

面　　積 人口密度

22年 人 ｋ㎡ 人

増減率 ％

23.3.31 人 国　調 0.9 ％ 16.6 ％ 75.2 ％

22.3.31 人
17　年 3,150 人 52,689 人 214,168 人

増減率 ％ 国　調 1.1 ％ 19.0 ％ 77.4 ％

平成22年度 平成21年度 増減額

1. ① 164,434,997 161,379,067 3,055,930 1.9 ％

2. ② 158,133,459 157,266,938 866,521 0.6 ％

3. ③ 6,301,538 4,112,129 2,189,409 53.2 ％

4. ④ 1,596,992 796,439 800,553 100.5 ％

5. ⑤ 4,704,546 3,315,690 1,388,856 41.9

6. ⑥ 1,388,856 △ 1,812,928 3,201,784

7. ⑦ 9,157 22,706 △ 13,549 △ 59.7

8. ⑧ 0 0 0 -

9. ⑨ 1,000,000 2,500,000 △ 1,500,000 △ 60.0

10. 398,013 △ 4,290,222 4,688,235

％

％

％

％

歳　　出 実質収支
（総費用） （純損益）

事 53,499,255 172,300 4,772,316 ％

事 20,429 1,961 11,089

事 24,158,536 1,878 3,701,496

事 278,299 0 163,398

事 4,321,127 106,070 524,868

収益 5,400,767 △ 266,782 0

企適 12,965,058 431,853 1,992,300 -

企適 787,714 205 200,000 -

企非 1,459,390 10 499,100 -

企非 727,682 0 727,682

企非 161,078 0 126,872

企非 21,854,864 57,029 5,422,000 -

適　　　用
年  月  日

市 町 村 長 H19.4.1 百円 百円

副市町村長 H19.4.1

教 育 長 H19.4.1

議 会 議 長 H19.4.1

副 議 長 H19.4.1

議 会 議 員 H19.4.1

注）「企適」は、平成２２年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、
同調査の対象の地方公営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記のう
ち収益事業をいう。

歳 出 総 額

差引（形式収支）(①-②)

翌年度に繰り越すべき財源

11,279,157

将 来 負 担 比 率

7,590

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

単 年 度 収 支

積 立 金 現 在 高

繰 上 償 還 金

（単位：千円）

区　　　分

合 計

一 般 職 員

特　　　　別　　　　職　　　　等(H23.4.1現在)

1人当たり平均給料
（報酬）月額　 　百円

普通会計か
らの負担金
又は繰出金

第２次

47,142 213,119

第３次

10.4

15,465,952

人 人

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名 船 橋 市

１ ２ ２ ０ ４ １

-

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 1.6

産　　　　業　　　　構　　　　造人口集中地区人口人　　　　　口

4

市 町 村
類 型
H22 普 通 交 付
税 種 地 区 分

中核市

Ⅰ７

番号

決 算 状 況

平  成  22  年  度

国 勢
調 査 人

第１次
人

就
業
人
口

区　　分

2,549 人
22　年

住 民 基
本 台 帳

543,424

S４０．４．１以降の合併等の状況

17年 85.64 7,111.6
22年国調

17年国調
人

609,040 583,009

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

(97.3)   91.8

4.6

経 常 収 支 比 率

財　政　指　標　等

歳 入 総 額 1.004

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額

うち財政調整基金

地 方 債 現 在 高

健 全 化 判 断 比 率

公 債 費 負 担 比 率

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

　

実 質 赤 字 比 率 -

債務負担行為支出予定額 15,471,156

110,532,424

161,078

278,299

4,427,197

727,682

5,133,985

うち技能労務職員

近郊整備

広　  　域
区　　　分

給
与
等
の
状
況

うち消防関係職員

教育公務員

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

臨 時 職 員

半島振興

低　  　工

22,005,564

公害防止 ○

地域指定等の状況

○

四市複合事務組合

千葉県競馬組合

13,396,911

787,919

24,162,390

1,459,400

山村振興

第三セクター等名

7,300

職　員　数
(H23.4.1現在)

10,760

市場

小型自動車競走事業

農　  　工

リゾート

過疎地域

介護サービス

公共下水道

病院

その他造成（飯山満）

6,130

8,180

6,860

3,419

3,399

361

588

143

0

3,542

3,390

3,506

3,414

4,096

1人当たり平均給料支給
月額(H23.4月分)　　百円

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

H22年度末の債
務保証額又は損
失補償額

0.5%

積 立 金

14,751

0

181,720

0

後期高齢者医療事業

介護保険事業（保険事業勘定）

8,090,128

102,392,039

569,835

6.9

601,321

598,213

53,873,199

20,429

平15.4.1 中核市

区　　　　　　　分 対H21増減率

国民健康保険事業

老人保健医療事業

介護保険事業（保険サービス事業勘定）

73,520,330

普通会計
からの繰入

額

69,619,432

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

左のうち投資的経
費充当額又は繰出
基 準 内 繰 出 金

06,123

2,699,366 876

会　　計　　名
歳　　入

（総収益）

種
別
（注）

組　　合　　等　　名

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

資金不足比率
（対象会計の

み記載）

その他造成（南口）

一 部 事 務 組 合 等 加 入 状 況

標 　　 準 　　　財 　　　政 　　　規 　　　模

地 方 公 営 事 業 会 計 の 状 況

うち臨時財政対策債発行可能額


